
議案第７５号

令和元年度向日市一般会計補正予算（第４号）

令和元年度向日市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４４，０９９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２１，０５５，２５２千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。

令和元年１１月２６日提出

向日市長 安 田 守



（歳　入） (単位：千円）

13 国 庫 支 出 金 3,735,306 18,310 3,753,616

2 国 庫 補 助 金 817,673 18,310 835,983

14 府 支 出 金 1,617,003 18,310 1,635,313

2 府 補 助 金 452,101 18,310 470,411

18 繰 越 金 50,000 8,879 58,879

1 繰 越 金 50,000 8,879 58,879

20 市 債 2,324,100 △ 1,400 2,322,700

1 市 債 2,324,100 △ 1,400 2,322,700

13,284,744 13,284,744

21,011,153 44,099 21,055,252

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



（単位：千円）

10 教 育 費 2,780,397 44,099 2,824,496

2 小 学 校 費 748,246 9,169 757,415

4 社 会 教 育 費 992,407 34,930 1,027,337

18,230,756 18,230,756

21,011,153 44,099 21,055,252

（歳　出）

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



＜変　更＞

（単位：千円）

補　　　正　　　後

利 率

　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ
る。

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

第　２　表　　　　地　　方　　債　　補　　正

償還の方法限 度 額 起債の方法
起　債　の　目　的

限 度 額

補　　　正　　　前

償還の方法起債の方法 利 率

留守家庭児童会整備事業債 37,200

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において
は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす
る。）

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

35,800

　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ
る。

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において
は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす
る。）

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）



令 和 元 年 度 向 日 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（第 ４ 号）

事 項 別 明 細 書



    歳　入
(款) 13  国庫支出金 3,753,616 (項)  2  国庫補助金 835,983 （単位：千円）

 6 教育費国庫補助金 173,427 18,310 191,737  4 社会教育費補助金 18,310 子ども・子育て支援国庫交付金 18,310  

817,673 18,310 835,983

(款) 14  府支出金 1,635,313 (項)  2  府補助金 470,411

 8 教育費補助金 87,963 18,310 106,273  4 社会教育費補助金 18,310 子ども・子育て支援府交付金 18,310

452,101 18,310 470,411

(款) 18  繰越金 58,879 (項)  1  繰越金 58,879

 1 繰越金 50,000 8,879 58,879  1 繰越金 8,879 前年度繰越金 8,879

50,000 8,879 58,879

(款) 20  市債 2,322,700 (項)  1  市債 2,322,700

 4 教育債 616,500 △1,400 615,100  3 社会教育施設債 △1,400 留守家庭児童会整備事業債 △1,400

2,324,100 △1,400 2,322,700

説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額

計

計

計

計



    歳　出
(款)　10  教育費 (項)　 2  小学校費 757,415 （単位：千円）

 1 学校管理費 663,648 9,169 672,817 9,169 11 需用費 9,169 ５　教育研究費 9,169  

  11  消耗品費 9,169  

748,246 9,169 757,415 9,169

(款)　10  教育費 (項)　 4  社会教育費 1,027,337

 5 留守家庭児童 265,396 34,930 300,326 36,620 △1,400 △290 15 工事請負費 34,930 １　留守家庭児童会育成費 34,930

会育成費   15  施設整備工事費 34,930  

特定財源内訳  

　子ども・子育て支援国庫交付金 18,310  

　子ども・子育て支援府交付金 18,310  

　留守家庭児童会整備事業債 △1,400  

992,407 34,930 1,027,337 36,620 △1,400 △290

目

2,824,496

区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

計

2,824,496

計

補正前の額
金   額

国府支出金 地方債 その他

節



※　地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書
（単位：千円）

1 5,464,980 5,859,889 1,665,100 △ 1,400 1,663,700 538,939 6,984,650

(1) 総 務 612,504 848,964 695,400 － 695,400 47,737 1,496,627

(2) 民 生 358,189 320,602 23,900 － 23,900 37,479 307,023

(3) 衛 生 21,529 22,560 － － － 4,375 18,185

(4) 土 木 1,821,054 1,871,336 329,300 － 329,300 164,099 2,036,537

(5) 消 防 9,027 10,335 － － － 1,401 8,934

(6) 教 育 2,642,677 2,786,092 616,500 △ 1,400 615,100 283,848 3,117,344

2 － 10,700 － － － － 10,700

(1) 土 木 － － － － － － －

(2) 教 育 － 10,700 － － － － 10,700

3 9,835,998 9,977,877 659,000 － 659,000 700,987 9,935,890

(1) 減税補てん債 252,142 185,690 － － － 43,269 142,421

(2)
臨時財政対策

債
9,543,744 9,753,171 659,000 － 659,000 654,437 9,757,734

(3) 減収補てん債 40,112 39,016 － － － 3,281 35,735

合    計 15,300,978 15,848,466 2,324,100 △ 1,400 2,322,700 1,239,926 16,931,240

そ の 他

区 分
前 々 年 度 末

現在高見込額補正前 の額 補 正 額 計 償 還 見 込 額

災 害 復 旧 債

普 通 債

当該年度中元金
当 該 年 度 末

当該年度中起債見込額

当該年度中増減見込み前 年 度 末

現 在 高 現 在 高


